資料７
加須市の男女共同参画を取り巻く課題の整理

男女共同参画プラン（現行計画）に基づく本市の取組、男女共同参画を取り巻く法改正等の動向や取り巻く状況の変化、市民意識調査結果等をもとに、加須市の男女共同参画に関する課題を整理します。

[bookmark: _Hlk201232097]１　社会全体における男女共同参画について
（１）男女共同参画の意識づくり
・令和12（2030）年までに世界各国が達成すべき持続可能な開発目標（ＳＤＧｓ）は、一人ひとりが尊重され、だれもが個々の能力を発揮できる社会、多様性が受容される“インクルーシブ（包摂）”な社会を目指すこととしており、目標の１つに「ジェンダー平等」が位置付けられています。日本はジェンダー・ギャップ指数が低い状態で推移しており、国際的にみて男女格差が大きい環境にあるとされています。男女共同参画プラン改訂版の最終年度にＳＤＧｓの達成期限である2030年を迎えることから、男女共同参画・ジェンダー平等の実現に向けた取組を加速させる必要があります。
・市民意識調査によると、「男は仕事、女は家庭」といった固定的性別役割分担意識を否定的に捉える市民が多数を占めていますが、男女の地位の平等感についてみると、多くの分野で男性優遇であるという意識が強くみられるとともに、「家庭のなか」「法律や制度の上」では男女で認識に相違が見受けられます。市民一人ひとりが男女共同参画を意識した行動を実践するとともに、男女が互いを理解し合い、アンコンシャス・バイアス（無意識の思い込み）を減らすことを通して、男女共同参画の実現を図ることが必要です。
・市民意識調査によると、「ジェンダー」をはじめ、市民に広く言葉の内容を認知されている男女共同参画関連用語がある一方で、「リプロダクティブヘルス／ライツ」「困難な問題を抱える女性への支援に関する法律」といった用語や、市の男女共同参画に関する取組の認知度が低くなっています。「男女共同参画社会」の言葉を知っているという回答は６割強を占めているものの、内容を理解しているのは全体の１割強にととどまっています。
・近年、国内では性的少数者に対する社会的な認識が高まっています。加須市では一人ひとりがお互いの多様性を認め合い、尊重し合う差別や偏見のない人権尊重の社会の実現を図るため、令和５年３月より「パートナーシップ制度」を開始しています。令和５年に制定された「ＬＧＢＴ理解増進法」の趣旨を踏まえ、市民・事業者に向けた理解促進の取組の強化、発達段階に応じた性の多様性についての教育の充実が必要です。

（２）政策・方針決定過程への女性の参画
・加須市の審議会等における女性委員の割合は30％前後で推移しており、県内市町村平均及び全国市町村平均を上回っています。市の取組・姿勢が市内事業者や地域の団体等の模範となり得ることを意識して、市がより積極的な姿勢を示して取組を進めることが必要です。
・国の「第６次男女共同参画基本計画」では、指導的地位における女性の割合を2020年代の可能な限り早期に30％程度となることを目指して取組を進めることを定めています。本市では、県内市町村平均及び全国市町村平均を上回るものの、課長職以上に占める女性職員の割合が20.8％（令和７年度）にとどまっています。女性職員の管理職登用の阻害要因の解消・克服が必要です。
・市民意識調査では、女性の意見が市政に反映されているという回答が３割弱で、令和２年度の前回調査時よりも高い割合となっています。また、政策決定への女性の参画に必要なこととして「男性中心の社会通念や慣習をなくす」「計画的に女性の参画を実行する」「女性自身がもっと積極的に活動する」を挙げる回答が多くなっています。人材の発掘・育成など女性の活動を支援する体制の強化を通して、政策・方針決定過程への女性の参画を推進していくことが必要です。

（３）ＤＶの根絶と被害者に対する支援
・加須市で受け付けたＤＶに関する相談件数は、新型コロナウイルス感染症の感染拡大を背景として令和４年度に200件を超えていましたが、その後は100件台で推移しています。
・市民意識調査によると、選択肢として挙げた多くの行為についてＤＶであるとする割合が高く、市民のＤＶに対する理解が進んでいることが見受けられます。しかし、多くの市民がＤＶやセクシュアル・ハラスメントの相談先としてまず認識するのは、公的な相談機関よりも家族・親せきであり、実際に被害を相談したのも家族・親せきや友人・知人が中心であり、公的な機関を挙げる回答は多くありません。このことからは、被害を受けても公的な支援につながる相談に結びついていないケースが存在することが考えられます。ＤＶ被害の根絶に向けて、公的な相談窓口の充実と周知を図ることが必要です。
・令和６年４月施行の改正「配偶者からの暴力の防止及び被害者の保護等に関する法律」によって、保護命令制度の拡充や保護命令違反の厳罰化がなされています。こうした動向を踏まえるとともに、ＤＶ被害者が被害から逃れた後に生活を立て直し、自立するまでを一貫して支える切れ目のない仕組みの充実が必要です。
・市民意識調査によると、デートＤＶの内容の理解度は令和２年度の前回調査時から横ばいであるとともに、ＤＶの理解度を下回っています。デートＤＶの認知度向上のための取組が必要です。


（４）困難な問題を抱える女性に対する支援
・新型コロナウイルス感染症の感染拡大を通して、雇用情勢の悪化に伴う女性の貧困化やＤＶ・性暴力被害の深刻化など、複合的で困難な問題を抱える女性の存在が全国的に顕在化しました。こうした境遇にある女性に対して、令和６年４月に施行された「困難な問題を抱える女性への支援に関する法律（困難女性支援法）」に基づき、県や民間支援団体と連携しながら支援に取り組むことが必要です。
・市民意識調査によると、女性が抱える困難な問題として、ＤＶや経済的・精神的問題、養育困難が多く挙げられています。また、困難な問題を抱える女性に重点的に支援すべきこととして、相談支援の充実、自立支援の充実、居場所の提供といった回答が多くなっています。
・加須市の女性相談窓口（女性のための相談室、女性ホットライン）の相談件数は、令和６年度から７年度にかけて減少がみられるものの、相談内容は夫婦、人生、家族といった関係を中心に、多岐にわたっています。また、市の各部署が受け付けた困難な問題を抱える女性にかかわる相談件数は、令和６年度に225件、令和７年度に465件となっています。女性相談の場はもとより、市の各部署が複合的で困難な悩み・課題を抱える女性の支援の入り口の場であると認識し、庁内外のネットワークを駆使して相談支援から自立支援まで一連の取組を充実させることが必要です。

（５）心身の健康づくり
・令和５年３月に閣議決定された政府の「成育医療等の提供に関する施策の総合的な推進に関する基本的な方針」（成育医療等基本方針）では、成育医療等の提供に関する施策に関する基本的な事項として、男女問わず相談支援や健診等を通じ、将来の妊娠のための健康管理に関する情報提供を推進するなど、プレコンセプションケアに関する体制整備を図ることが位置付けられています。また、令和７年６月に労働施策総合推進法、男女雇用機会均等法とともに改正された女性活躍推進法では、女性の職業生活における活躍の推進が女性の健康上の特性に配慮して行われるべき旨が法律上明確化されました。
・女性は、ライフステージ毎に心身の状況や社会的な立場が大きく変化し、様々な健康上の問題などが生じるため、ライフステージに応じた性と健康に関する正確な知識・情報の提供などの支援が必要です。また、現行計画期間中の取組状況をみると、胃がん検診・肺がん検診の受診率が目標を大幅に下回り続けていることから、健康診査やがん検診の受診率の向上を図り、男女双方に対する生涯にわたるきめ細かな健康支援の充実が必要です。





２　家庭における男女共同参画について
・市民意識調査によると、掃除や洗濯、家計の管理といった家庭での役割について、女性が主に担っているという回答が多数を占めています。また、女性が子育てや介護を担うことについて、「現実にはやむをえないと思う」といった考え方が主流であるものの、介護を担うことについては女性回答者を中心に「おかしいと思う」という意識、もみられます。
・加須市では近年、保育所入所児童数が減少傾向で待機児童ゼロの状態にあるのに対し、学童利用者数は増加傾向にあります。また、高齢化の進行、要介護高齢者の増加から、今後は高齢者の介護に直面する家庭がさらに増加することが見込まれます。保育や介護のための公的なサービスの充実とともに、男性に対する意識啓発を通して男性の育児休業・介護休業取得と家事・育児・介護への積極的な参画を促し、男女がともに家事・育児・介護を担うことが当たり前の社会を目指すことが必要です。

３　地域における男女共同参画について
（１）誰もが安心して暮らすことのできる地域づくり
・加須市では市民の４人に１人以上が高齢者という状況が続くとともに、外国人人口が増加傾向にあります。ひとり親世帯は減少傾向にあるものの、市内で500世帯以上が暮らしています。世帯全体に占める単独世帯の割合が上昇し、夫婦と子世帯の割合が低下しています。本市では、令和４年３月に策定した地域ささえあいプラン「加須市地域福祉計画（第３次）・地域福祉活動計画（第２次）」に基づき、住民同士が支えあい、市民と行政の協働によるまちづくりを推進しています。地域で様々な人が暮らしていることを地域の皆が認識して配慮し合い、多様な市民誰もが安心して暮らすことのできる加須市とする必要があります。

（２）地域での様々な活動への男女の対等な立場での参加
・市民意識調査によると、参加している地域活動として自治会・町内会活動や趣味・学習のための活動、スポーツ活動といった回答がみられるものの、回答者全体の４割台半ばが特に何もしていないと回答しています。地域活動に参加していない要因として、活動と仕事や家庭生活との両立が難しいことや、活動の情報が市民に十分伝わっていないことも考えられるため、ワーク・ライフ・バランスの推進や地域活動の周知を図り、多くの市民の積極的な参加を促すことが必要です。
・民生委員・児童委員の地区会長は男性の会長と女性の会長が同数で推移していますが、市内自治会における役員については、男性が大半を占めています。
・現行計画期間中の取組状況をみると、ＮＰＯ法人の認証登録数、交通安全分野における市の審議会等委員の女性の比率が目標を下回り続けています。地域活動における役割分担等の固定的な観念や慣行を見直して、地域の様々な団体の代表者等への女性の参画を促進し、地域の活動に男女の様々な意見を反映させていくことが必要です。

（３）防災における男女共同参画
・国内では、令和６年の能登半島地震、台風等の影響による豪雨災害など、大規模な災害が頻発しています。能登半島地震では一部の避難所で被災者支援体制への男女共同参画の視点が十分ではなく、女性のニーズに配慮した対応が不十分であったと指摘されたことから、内閣府は今後の災害対策において男女共同参画の視点を主流化し、女性が主体的に参画するため、「意思決定や災害の現場への女性の参画促進」「男女共同参画の視点を反映した災害対策を実行するための体制確立」などを提言しています。
・令和７年３月に改訂した加須市地域防災計画では、女性・こども等への配慮の強化として、震災時の避難場所の運営に関して男女のニーズの違いなど男女共同参画の視点に配慮することや、女性に対する相談員の配置等を位置付けています。
・現行計画期間中の取組状況をみると、防災訓練への女性の参加割合、女性が参加する自主防犯組織の組織率がいずれも目標を下回り続けています。
・市民意識調査によると、防災・災害復興対応で性別に配慮して取り組む必要があることとして、避難所の設備面での配慮、避難所における女性等への備えやニーズ把握・支給時の配慮といったことが多く挙げられています。災害発生時に備えて、平常時から男女共同参画の視点に立ち、取組を意識的に進めることが必要です。

４　働く場における男女共同参画について
（１）男女の均等な取扱の実現、職場における女性の活躍の推進
・令和元年度の女性活躍推進法改正に伴い、既に令和４年度から小規模な事業所（従業員101人～300人）についても、事業主行動計画の策定とこれに基づいた取組が必要となっています。また、令和７年６月の女性活躍推進法改正により、令和８年度からは、従業員101人以上の事業主に対して男女間賃金差異及び女性管理職比率の情報公表が義務付けられています。さらに、令和７年６月の労働施策総合推進法、男女雇用機会均等法改正により、事業主に対してカスタマー・ハラスメントやセクシュアル・ハラスメント等の防止のための措置が義務付けられています。
・加須市では、就業者数が減少する中で女性就業者の割合が増加傾向にあり、女性の年齢階級別労働力率のＭ字カーブも解消に向かっています。しかし、依然として男性の労働力率を大幅に下回るとともに、女性は男性に比べて非正規雇用の割合が高くなっています。また、本市の女性の年齢階級別労働力率は25～29歳を中心に全国及び埼玉県平均を下回っていることから、就労を希望する若年の女性が十分に就労できるよう支援することが必要です。
・市民意識調査によると、女性の望ましい働き方として就労継続型（結婚しても子どもができても、職業を持ち続けた方がよい）が多くの市民に支持されています。女性が働きやすい環境づくりのために必要なこととして、「育児環境の充実」「家事・地域活動を男性も分担」「女性の就労継続への社会的理解」「育児休業・介護休業制度の定着・促進」が多く挙げられていることから、就労継続を希望する女性を支えるため、行政、事業者、男女双方の市民それぞれが取組を進めることが必要です。

（２）ワーク・ライフ・バランスの推進
・市民意識調査によると、ワーク・ライフ・バランス（仕事と生活の調和）の言葉の認知度は６割弱、内容の理解度は２割強であり、ワーク・ライフ・バランスの考え方が市民に十分理解されている状態とは言えません。多くの市民にワーク・ライフ・バランスが浸透するよう、引き続き啓発を進めることが必要です。
・令和４年４月に施行された改正育児・介護休業法では、男性の育児休業取得促進のための柔軟な枠組みの創設や、育児休業を取得しやすい雇用環境整備等が定められました。また、令和７年４月から段階的に施行されている改正育児・介護休業法においても、仕事と育児・介護との両立を支援するための措置が定められています。
・市民意識調査によると、男性が育児休業・介護休業を取得することについて、過半数の回答者が積極的な取得が望ましいと考えています。しかし、周囲の人の迷惑になることや職場の雰囲気、社会全体の認識が不十分といったことを理由として、休業取得を全面的に肯定できないという考え方も見られることから、職場環境の整備とともに、市民・事業者に対する意識啓発を通した社会全体の意識の向上を図ることが必要です。

５　教育の場における男女共同参画について
・市内小学校の校長の女性割合は近年27.3％で推移していますが、小学校教頭、中学校の校長及び教頭の女性割合が伸び悩んでいます。小中学校のPTA会長については、令和７年度に女性会長数が男性会長数を上回りました。男女共同参画の実現のためには、学校や幼稚園・保育所等における幼少期からの教育が重要な位置づけにあり、男女平等教育を進める上では、児童・生徒の指導・支援にあたる教職員が男女共同参画を十分に理解していることが不可欠です。引き続き、男女共同参画の視点に立った教育を推進することが必要です。
・現行計画期間中の取組状況をみると、教育の場における男女共同参画の分野の９取組中８取組では、令和６年度時点で目標を達成ないし概ね達成した状態となっています。ただし、人権教育講座等の延べ参加者数については、目標を大幅に下回り続けています。生涯学習における男女共同参画の推進に向けた取組の充実が必要です。
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